
近畿の最新月の状況 （令和５年９月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．１９倍 （前月と同倍率）

（滋賀１．０８倍 京都１．２４倍 大阪１．２９倍 兵庫１．０１倍 奈良１．１４倍 和歌山１．１１倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．２３倍 （対前月差 ０．０６Ｐ低下）

■有効求人数（季節調整値） ４０９，４０１人 （ 対前月比 ０．９％減少）

■有効求職者数（季節調整値） ３４４，８４３人 （対前月比 ０．５％減少）

■新規求人数（季節調整値） １３６，３４９人 （対前月比 ５．８％減少）

■新規求職申込件数（季節調整値） ６１，２３０件 （対前月比 ２．９％減少）

■完全失業率（原数値） ３．１％ （前年同月より ０．５P上昇（悪化））
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雇用失業情勢等について

R５.1１.16 大阪労働局職業安定部

資料１

①近畿の雇用失業情勢等について

（R5年9月）



前年同月比でみた近畿の新規求人数（原数値）は、インバウンド需要、好調な産業用機械や自動車関連、ネット通販
増加などを背景に、令和前まで増加が続いていた。令和２年４月、５月には、新型コロナウイルス感染症の急速な拡大
に伴う緊急事態宣言により経済活動が抑制されたことなどから、30％を越える大きな落ち込みを記録した。その後、コロ
ナの緩和、輸出の回復および企業の設備投資の持ち直しなどを背景に、製造業を中心とした業種で回復がみられ、令
和３年４月から令和５年２月まで23か月連続で増加していた。根強い人手不足感があり、求人全体として持ち直しの動
きは堅調であるが、物価高による企業収益の圧迫により求人を出し控える動きが一部で見られ、令和５年３月から９月
まで前年同月比で増減を繰り返している。
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３ 近畿 新規求人数の推移（原数値）

２ 完全失業率の推移（全国・近畿 月別）

令和５年９月の全国の完全失業率（季節調整値）は2.６%と
前月より0.1ポイント低下（改善）し、近畿（原数値）は
3.１%と、前年同月より0.5ポイント上昇（悪化）した。

←緊急事態宣言①回目 ←②回目←③回目 ←④回目
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４ 近畿 雇用形態別 新規求職申込件数の推移（原数値） （一般）

５ 近畿 職業別有効求人倍率等の状況 （常用計）

職業別有効求人倍率について、職業計では、令和５年４月～令和５年９月期は前年同期より0.04ポイント上昇して

いる。

職業別でみると、「保安」、「輸送・機械運転」、「建築・採掘」の職業で大きく上昇した。

なお、「保安」「建設・採掘」「介護関連」など、人材不足分野については、依然、高い有効求人倍率となっている。

新規求職申込件数は、緊急事態宣言期に落ち込むなど、コロナ感染拡大状況等の影響により、月々で大きな

変動がみられたが、 令和４年７月以降、減少傾向にある。理由として、コロナ禍で仕事量の減少や収入減といっ

た不安から転職・ダブルワークを希望していた求職者が、経済活動の再開やコロナの５類感染症への移行など

により、減少したことがあげられる。

なお、令和５年３月以降、７か月連続で前年同月から減少している。

職業計 管理
専門
技術

事務 販売 サービス 保安
農林
漁業

生産
工程

輸送

機械運転

建設
採掘

運搬
清掃等

ＩＴ
関連

介護
関連

令和4年4月～
令和4年9月 1.01 1.07 1.62 0.38 1.36 2.79 5.04 1.07 1.86 2.07 5.12 0.77 1.02 3.64

令和5年4月～
令和5年9月 1.05 1.28 1.61 0.40 1.62 3.01 5.40 1.08 1.70 2.35 6.27 0.81 1.04 3.90

前年同期比 0.04 0.21 ▲ 0.01 0.02 0.26 0.22 0.36 0.01 ▲ 0.16 0.28 1.15 0.04 0.02 0.26



大阪の最新月の状況 （令和５年９月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．２９倍 （対前月差 ０．０２Ｐ低下）

（就業地別有効求人倍率 １．０９倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．６２倍 （対前月差 ０．０８Ｐ減少）

■有効求人数（季節調整値） ２０９，７７６人 （ 対前月比 １．５％減少）

■有効求職者数（季節調整値） １６２，６２３人 （ 対前月比 ０．３％減少）

■新規求人数（季節調整値） ６９，４８８人 （対前月比 ６．０％減少）

■新規求職申込件数（季節調整値） ２６，４９９件 （対前月比 ３．１％減少）

■完全失業率（令和5年4月～6月期平均・原数値） ３．０％ （前年同期より０．６P低下（改善））
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②大阪の雇用失業情勢等について

１ 新規求人の状況（主要産業別）

１． パートタイム関係取扱数含む。 ２．新規学卒者除く。 ３．原数値。 ４．下段は前年同月比。

新規求人は、新型コロナウイルスの影響による人流抑制やインバウンド需要の減少の影響が大きい業種を中心
に弱い動きが続いていたが、経済活動の再開に伴い、令和３年７月から令和５年８月までは前年同月比で26か月連
続の増加と持ち直しの動きが続いた。

物価高の影響を受け、業績が悪化していることにより、求人を出し控える動きが一部に見られ、令和５年９月は減
少に転じていたが、人手不足感の高まりや先を見据えた人材確保・インバウンド需要増加への期待などから事業所
の求人意欲は高い状況である。
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２ 新規求職申込件数の状況（態様別）
１．新規求職者はパートタイム関係取扱数含み新規学卒者除く。 ２．原数値。下段は前年同月比。 ３．在職者以下は、パートタイムを含み季節労働者を除く常用（雇用契約期間
の定めがないか、又は4か月以上の雇用契約期間が定められているもの）のみであるため、新規求職者数と各項目の足し上げとは合致しない。 ４．・ハローワークインターネット
サービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサー
ビスで探した求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職件数等が含まれる。

３ 新規求職者の年齢、性別内訳

新規求職者の性別・年齢別の増減を四半期毎にみると、「2022年7月～9月期」以降、男性・女性いずれも減少して
いるが、特に男性の減少幅が大きい。

男性は、「34歳以下（左グラフ赤色帯）」の減少寄与度が高い。
女性も、「34歳以下（右グラフ赤色帯）」の減少寄与度が高いが、「55～64歳」、「65歳以上」の高齢者で増加寄与度

が高い。

新規求職申込件数は、令和４年７月以降、１５か月連続で前年同月から減少している。

直近の減少傾向の背景として、コロナ禍で仕事量の減少や収入減から転職・ダブルワークを希望していた求職者
が、経済活動の再開およびコロナの５類感染症への移行などにより、減少したことによる。特に、「在職者」、「無業
者」の減少幅が大きい。

※寄与度とは、あるデータの構成要素の増減が、全体の増減を何ポイント押し上げ（押し下げ）ているかを示すもので、各内訳の寄与度の合計が全体の増減と一致する。

▲5.9▲11.2 ▲10.6 ▲10.2

▲7.7 ▲5.9▲2.3 ▲4.9



※ハローワーク窓口における事業所の声等
＜製造業＞

・８月に追加値上げを実施したことにより、わずかながら利益が回復。ただし、過去複数回に渡り段階的に賃上げを実施して

いるが、コストの上昇分のすべてを価格転嫁できているわけではない。（食料品製造業、９９人以下）

・中国の景気減速懸念が気がかり。売り上げの３～４割が中国に関連しており、影響が大きい。原油価格はドルベースでは落

ち着いてきているが、円安の影響により円換算すると負担増となっている。（パルプ・紙・紙加工品製造業、１００以上４９

９人以下）

・コロナ５類移行による景気回復途上である反面、ウクライナ情勢は長期化し、世界的なインフレ、金利上昇による景気後退

への警戒感が強い。（鉄鋼業、５００人以上）

＜製造業以外の業種＞

・建設需要は増えているが、物価・材料費高騰のため、業績は良くない。（総合工事業、５００人以上）

・5月末の運賃改定後、個人・会社ともに売り上げアップ。また、アプリ配車を利用するお客様の増加もあり、現在の景気は

かなり良い。（道路旅客運送業、１００人以上４９９人以下）

・客足の回復は維持している。油の価格は落ち着いてきたが、円安・物価高による材料費や人件費上昇の影響のため、一部商

品の値上げを予定している。（飲食店、９９人以下）

※第２回ハローワーク雇用等短期観測結果 (実施時期：令和5年8月1日～9月8日 回答企業314社）

大阪労働局では平成25年度から四半期ごとにハローワークにおいて管内企業に対して「景況感」「従業員の過不足
感」等についてヒアリングを実施しており、令和５年8-9月に令和5年度第2回目を実施。
※景況感ＤＩ値－「良い」「やや良い」と回答した企業割合から「悪い」「やや悪い」と回答した企業割合を差し引くことによって算出した指数。

令和５年８～９月の景況感ＤＩは，全体では前回（令和５年６月）より2.45ポイント低下し1.55となった。
また、３か月後の見通しＤＩは3.10ポイント上昇し4.65となった。業種別では製造業が1.50ポイント低下し-4.65、
非製造業が3.75ポイント低下し9.25となり、非製造業での低下幅が大きくなった。

正社員の過不足感について、「不足」「やや不足」と回答した企業は、前回（令和５年６月）から5.8ポイント上昇し、
68.5%（前回62.7%）となった。一方、パート・契約社員等については、37.4%（前回38.7%）と３期連続で低下した。企業の声

からは、物価高の深刻さに言及する声が目立った。
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